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1 利用者の奪取が不法行為にあたるかどうか
裁判所は、①利用者の奪取が不法行為にあたるのかどうかについては、以下のように判断しました。
まず、「元従業員等の競業行為が、社会通念上自由競争の範囲を逸脱した違法な態様で、元雇用者の顧客を奪取したとみられ
るような場合には、その行為は元雇用者に対する不法行為に当たる」という最高裁の判示（最判平成２２年３月２５日）を引用
したうえで、本件における具体的な事情（看護師の退職理由が虚偽であるとか、不当な働きかけによるものであるといった証拠
がない、利用者に関する引継ぎについてⅩ社からの具体的な指示がなかったことなど）を考慮して、Ｙらの競業行為が社会通念
上自由競争の範囲を逸脱した違法な態様で元雇用者の顧客を奪取したとして不法行為にあたるとまではいえないと判示しま
した。

本件裁判例の争点は多岐にわたるものの、主要な争点は、利用者の奪取が不法行為又は債務不履行（競業避止義務違反）にあ
たるかという点でした。
本件の事情として、Ｘ社とＹらの間で、競業避止義務に関する明確な合意が為されていなかったとの事実があり、このように
明確な合意が存在しない場合でも、競業避止義務に関する黙示の合意が認められるかという点が問題となりました。

本件は、原告会社（以下「Ｘ社」といいます。）が、被告会社（以下「Ｙ社」といいます。）に対して業務委託料を支払い、Ｙ社の代
表社員であるＹ１を雇用して訪問看護ステーション（以下「Ｃ事業所」といいます。）を開設・運営していたところ、Ｙ社およびＹ１
が、Ｃ事業所と同じ市内で訪問看護事業所の運営を開始したことが、違法な競業行為にあたるとして、債務不履行又は共同不法
行為に基づいて損害賠償請求をした事案です。
より具体的に事案をみてみると、まず、Ｙ社は従前、訪問看護事業所（以下「Ａ事業所」といいます。）を開設して事業を営んで
いたものの、廃業しました。
Ｘ社は、平成２８年６月１日より、Ａ事業所があった場所で、Ｃ事業所を開設して、従前Ａ事業所を利用していた者を対象と
する訪問看護事業を開始しました。
Ｙ１は、平成２８年６月１日より、Ｘ社と雇用契約を締結して、Ｃ事業所での訪問看護の業務に従事していたものの、平成２９
年８月３１日付でＸ社を退職しました。
Ｙ社は、平成２９年８月１日、Ｃ事業所から約６００ｍ離れた市内の建物を賃借するなどして、同年９月１日、市から指定を
受けた上でＤ事業所を開設しました。
平成２９年８月下旬には、Ｙ１がＣ事業所で担当していた利用者１９名のうち少なくとも１８名が、Ｘ社に対し利用契約の解

除の意思表示をし、同年９月頃、Ｙ社との間でＤ事業所における訪問看護の利用契約を締結するに至りました。
Ｘ社は、①従前Ｘ社が運営していたＣ事業所の利用者をＹ社の運営するＤ事業所が奪取した行為について、社会通念上自由
競争の範囲を逸脱した違法な態様で顧客を奪取したものであり、Ｙらは不法行為責任を免れないと主張しました。また、Ｙ社の
Ａ事業所の継続が不能となり、Ｘ社から救済を受けて、Ｘ社との間で業務委託契約を締結するに至ったという経緯に鑑み、②Ｙ
らはＸ社との間で、Ｘ社との契約解消後相当な期間については、同一地域において同一又は類似の営業をしないという黙示の
合意があったとして、競業避止義務違反を主張しました。
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1 利用者の奪取行為の不法行為該当性
本件では、Ｙ１らがＸ社の顧客を奪う行為について、不法行為には当たらないと判断されました。最高裁が示した規範は抽象
的なものであり、具体的な事情を考慮して、違法行為に当たるかどうかが判断されているものと考えられます。
客観的には顧客を奪うような態様（電話番号の継続利用、大多数の利用者移行）であっても、利用者のＸに対する利用契約の
解除及びＤ事業所の利用契約の締結が、Ｙ１の違法又は不当な説明に基づくものであるとまではいえないこと、また、担当して
いた看護師の継続を希望することがごく自然であるとして事業所を利用する者の利益を考慮したうえで不法行為には当たら
ないとされており、顧客を奪ったことが直ちに不法行為にあたるとは限らないとの判断を示した点で、参考になる判決だと言
えます。
競業避止義務の黙示の合意について
本件では、Ｙらとの間で競業避止義務の黙示の合意があったとのＸ社の主張について、認められないとの判断がなされました。
本判決で着目すべきは、競業避止義務条項を雇用契約書に入れることは比較的容易であること、競業避止義務が職業選択の
自由を制約するものであることから、競業避止義務の黙示の合意には慎重な検討を要するとした点です。
ここでいう「慎重な検討」とは、黙示の合意については制限的に検討すべきであることを意味しているものと考えられます。
雇用契約書に競業避止義務条項が明記されていれば、その効力が制限されることはあっても成立自体が否定される可能性
は低いですが、競業避止義務が明記されていない場合、雇用契約に基づいて当然に退職後の競業避止義務が生じるものではな
いという点には注意が必要です。
なお、本判決においては、競業避止義務の黙示の合意について、「原告の従業員として勤務を開始するに当たって、今後、原告
を辞職した後、東大阪市内で同種事業を行わない旨の義務を負っていたことを認識していたことを窺わせるに足りる事情は
見出し難い」と判示しています。このことは、黙示の合意が成立する前提として、合意内容と同内容についての認識がなければ
合意が成立する余地がないことを示しています。競業避止義務については、地域的な限定や期間など複雑な要素が考慮されて
有効性が判断される以上、黙示の合意が成立する可能性は低く、雇用契約を締結する段階で、明示的に退職後の競業避止義務
規定を設けることによって、本件のような損害賠償請求が認められないリスクを未然に防ぐことができる以上は、雇用契約締
結時の契約条項の再確認が重要になるものと考えます。

本件では、(a)Ｙ社がＸ社の運営するＣ事業所の電話番号をＤ事業所の訪問看護事業のために続用していたこと、(b)Ｘ社と
の契約終了の翌日から競業を開始して、Ｙ１がＣ事業所にて担当していた利用者１９人中１８人がＹ社と契約を締結したこと
などを踏まえても、従前訪問を担当し、利用状況を把握していた看護師による訪問看護を希望することはごく自然であるなど
として、Ｙらの競業行為は不法行為にあたらないとされました。
競業避止義務について黙示の合意が認められるか
次に、②明確な合意が存在しない場合でも、競業避止義務に関する黙示の合意が認められるかについて、Ｘ社は、Ｙ１との雇用

契約締結時に競業避止義務の黙示の合意があったと主張しましたが、裁判所は以下のように判示しました。
「使用者が労働者との雇用契約の締結に当たって、競業避止義務が必要であれば、少なくとも雇用契約書で競業避止義務条
項を入れることは比較的容易になし得るものであり、競業避止義務が労働者の職業選択の自由を制約することに照らすと、競
業避止義務の黙示の合意の成立については慎重な検討が必要である。」と述べました。
本件では、Ｙ１がＸ社の従業員として勤務を開始するにあたって、Ｘ社を辞職した際には同じ市内で同種事業を行わない旨の

義務を負うことを認識していたと窺わせるに足りる事情は見出し難いとして、競業避止義務について黙示の合意を認めるこ
とはできないとされました。

2

本ニューズレター及び弁護士法人ALGからのリーガルサービスに関する情報（セミナー情報、法律相談に関する情報等を含みます。）をご希望される方は次のメー
ルアドレスに会社名、業種、氏名、役職、部署、電話番号及び配信希望先メールアドレスを記入したメールをお送りください。
弁護士法人 ALG は、本ニューズレター配信のために取得した個人情報について、弁護士法人 ALG からの各種ニューズレターの送信並びに各種リーガルサービ
スの紹介及び提供を行うために必要な範囲で利用させて頂きます。
なお、当該情報送信は、予告なく変更及び中止される場合があることをご了承ください。
■ 配信希望メールアドレス roumu＠avance-lg.com
お手数をおかけしますが、あらかじめ｢melmag@avance-lg.com｣のメールを受信できるように、設定をお願いいたします。

本ニューズレターは、具体的な案件についての法的助言を行うものではなく、一般的な情報提供を目的とするものです。
本ニューズレターに関するお問い合わせは、下記にお願いいたします。

（東京弁護士会所属）
東京法律事務所 〒163-1128  東京都新宿区西新宿6-22-1 新宿スクエアタワー 28F　　【連絡先】 TEL.03-4577-0757　FAX.03-5909-2454

各法律事務所 札幌・宇都宮・埼玉・千葉・横浜・名古屋・大阪・神戸・姫路・広島・福岡・タイ

ALG弁護士法人 Associates&

執筆弁護士

企業法務及び労働法務全般企業法務及び労働法務全般

Isao Ienaga Shogo Murakami
執行役員・弁護士　家永 勲

（広島法律事務所所属）
弁護士　村上 正悟

本事例からみる実務における留意事項Ⅳ

厚労省からの通達や最高裁の判例を掲載していますので、是非ご覧ください。


